
大分県医療的ケア児支援センター
県内の医療的ケア児やその家族、支援関係者からの相談

をワンストップで受け付けるセンターを設置しました。

当事者の皆様はもちろん、保育所や幼稚園、学校、医療機

関、訪問看護ステーション、ヘルパー事業所、児童発達支援

事業所、行政など、支援に関係する方はどなたでも相談で

きます。

生活や支援に関する様々な困りごとや不安をお伺いし、

解決に向けて、各分野の関係者と協力して一緒に考えます。

● 例 え ば こ ん な 相 談 ●

保育園

医療機関

医師 看護師医療的ケア児等
コーディネーター

場所：（福）別府発達医療センター内

＊センターの概要については､右記QRコードよりアクセスし､大分県障害福祉課HP
（https:///soshiki/12500/ikeajishiennsenta-.html ）をご覧ください。
＊センターのHPは現在準備中です。完成後は上記HPなどでお知らせします。

大分県障害福祉課 自立・療育支援班
TEL:097-506-2749（直通）

E-mail:a12500@pref.oita.lg.jp

入園希望があった。安心して受け入れるためにどんな体制が必要か知りたい。

訪問看護や訪問医などの地域資源を探したい。（退院支援看護師）

子ども
家族

【委託者】

保育園やデイサービスに通わせたいけどどうやって探したらいい？どんな対応をしてもらえる？
きょうだいの学校行事に参加するときなどのこどもの預け先を探している。

電話またはメールで
お気軽に

ご連絡ください。

oita.icare.shien@gmail.com

専用電話 090 – 4052 - 0750
平日9：00～16：30

● 相談窓口 ●

Ｒ４．７．４（月）
開設

メール



支援関係者の皆さまへのご案内

保育園
学校等

病院
診療所

大分県医療的ケア児支援センター
（大分県障害福祉課 自立・療育支援班）

R4.7.4(月)
開 設

訪問看護
ステーション

福祉サービス
事業所

・医療的ケアについてよく知らないので職員向けに研修会をしたい。

・入園（入学）の相談があった。医療的ケア児を受け入れるためにどんな体制が必要か知りたい。

・重症な子の訪問看護に行くことになった。ケアに関する不安や疑問等誰か相談できる人を教えてほしい。

・医療的ケア児を初めて担当するが事前に実地研修などできないか。

・子どもの在宅人工呼吸器の管理やカフアシストの使用法などについて知りたい。

・入院中の医療的ケア児の意思決定支援に取り組んでいるが、難渋しているので相談したい。

・児の居住地の医療的ケアに対応可能な訪問看護ステーションや訪問医、通所サービス等を探したい。

・訪問診療の診療報酬の算定のしかたについて確認したい。

・退院支援をしているが、あまり経験がなく自信がないので確認したい。

・医療的ケア児を受け入れるにあたり、サービス報酬の算定方法などを確認したい。

・医療的ケア児の受け入れに必要なスタッフ、体制について知りたい。

設立の背景

例えばこんな相談

業務内容

センタースタッフ

医療的ケア児の健やかな成長を図り、また子育てするご家族の負担を軽減する目的で、令和3年6月に、「医療的ケア児
及びその家族に対する支援に関する法律（医療的ケア児支援法）」が制定されました。

これにより、医療的ケア児への支援が国、地方公共団体の「責務」と明確に位置付けられました。
医療的ケア児支援センターは、この法律に基づいて設置されたもので、医療的ケア児とご家族、そして支援者の困りご

とに対するワンストップの相談機関です。

「お風呂に入る」「外出する」「お友だちと遊ぶ」「学校に行く」・・・そんな当たり前の暮らしをよりスムーズに送
るためには、医療的ケアの有無にかかわらず、そして住んでいる地域や年齢に関係なく、適切な支援を受けられることが
必要です。

そのために、医療的ケア児支援センターは、医療・保健・福祉・教育・労働などの関係機関が連携して社会全体で支援
していく架け橋の役割を担っています。

センター長

担当医

主任

副任

協力者（運営会議委員）

医師 大神 貴史

坂ノ市病院 小児科医師 長濱 明日香 （センター嘱託医師）

相談支援専門員 橋本 和美 （医療的ケア児等コーディネーター）

看護師 伊藤 京美、 社会福祉士 割石 美絵子

大分県立病院 小児看護専門看護師 品川 陽子

センターでは主に次の事業を実施します。

相談対応（電話、メール、来所）

訪問支援（保育所、幼稚園、学校、事業所、医療機関など）・・・準備が整い次第開始

※まずはご相談をお受けしたのち、必要に応じて各施設への訪問支援を行います。
そして、各分野の連絡調整や支援チームづくりのお手伝い、活用できる資源の提案をします。

社会資源や在宅移行支援等に関する情報整理や情報発信（マニュアル作成・提供含む）

支援者の養成（関連事業や関連団体と連携して研修実施）

・利用者の災害への備えなどについて相談したい。


